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I 研究の概要 I

本研究では、保育士の専門性向上とそれに伴う業務負担の増加という一種のジレンマといえる課題が存在することを

問題の背景とし、近年の保育士の専門性の高度化を求める社会的要請の変化に伴って、実際の保育業務がどのように変

化したのかを保育現場の管理職と保育士に尋ね、その内容分析を行った。 さらに、こうした課題を解決するための方策

として、保育士の専門性に韮づく保育業務の分業化の可能性を考え、 このことに関する保育現場の管理職と保育士の認

識についての検討を行った。

研究は、認定こども園及び保育所の園長、副園長、 主任保育士、保育士を調査対象にした質間紙調査法により実施さ

れ、最終的に回答が得られた403名のデー タを分析対象とした。

分析の結果、まず、過去(10年前）と比較した現在の専門性の変化の認識については、周囲からの要求の認識も合わ

せ、 ほとんどの保育士が、それらが向上したと認識する傾向にあった。 また、業務負担の変化については、約半数の保

育士が 「増加した」と認識する一方で、「少なくなった」との回答もみられ、二極化する傾向があった。 過去と現在の

業務内容の変化については、縮小・削減した業務よりも増加した業務が多く報告される傾向にあり、保育業務の範囲が

拡大していることが示された。 この業務変化の内容については、特に法令改正や保育所保育指針の改定に対応したと思

われる業務が増加する一方で、園内行事などの園の裁量で実施していた業務が縮小・削減されている実態が明らかにな

った。 そこで明らかになった業務のうち、保育士の専門性と業務負担に関するこれまでの議論で特に取り上げられてき

たICT化に伴う業務と保育記録業務について、保育士の専門性という観点からいくつかの課題を述べた。

さらに、保育士以外の職員が保育業務を担当する分業化については、過半数の管理職・保育士がその必要性を認識し

ており、管理職・保育士が必要と考えている分業可能ないくつかの業務の存在が明らかになった。 これらの結果は、保

育士の専門性向上による業務負担の増加といった課題の解決に向けた1つの方策として、保育士の専門性に基づく保育

業務の役割分業の可能性を示した。

キ ー ワ ー ド：保育士の専門性、 保育業務、 専門性の高度化、 多忙化、 役割分業

1. 本研究の問題と目的

わが国では、高度経済成長期を境に都市化、核家族化、

少子化が顕著になり、そうした社会状況の変化は、家庭

や地域社会の養育力の低下を招いた。 そのことがもたら

した保育に対する社会的要請の 高まりは、保育士が行う

保育の質と量の両方の側面において、その専門性の高度

化を求めるようになったといえる。 こうした保育士の専

門職化とその経緯の詳細は、今日に至る保育行政の動向、
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つまりは児童福祉法等の法令改正や保育所保育指針の改

定にみることができる。

まず、1998年（平成10年）の児童福祉法改正により、

それまでの 「保育に欠ける子供の保育」に加えて、その

保護者、さらには地域の子育て中の親子も支援すること

が保育所の役割として定められた。 さらに、1999年（平

成11年）の保母から保育士への名称変更を経て、2001年

（平成13年）の児童福祉法改正により保育士は国家資格

となった。 この法令（児童福祉法第18条の4)により、
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